
議 案 第　　　号 別 紙(案・会派代表者会議資料)

計数整理中

平　成　３１　年　度

狛　江　市　一　般　会　計　補　正　予　算 (第５号)

令和元年11月12日
庁 議 資 料





　平成３１年度狛江市の一般会計補正予算（第５号）は，次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８２，１１８千円を追加し，歳入歳出予算の総額を

　歳入歳出それぞれ２９，８１３，３０１千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，

　「第一表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の変更は，「第二表　債務負担行為補正」による。

令和 元 年 １１ 月 ２８ 日 提出

狛 江 市 長

松　原　　俊　雄

平成３１年度狛江市一般会計補正予算（第５号）
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　　　第二表　債務負担行為補正

期　　　間 限　　　度　　　額 期　　　間 限　　　度　　　額

中 学 校 自 閉 症 ・ 情 緒 障 が い 固 定 学 級
整 備 事 業

令和２年度 ２，７２５千円

事　　　　　　項
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後
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狛　江　市　一　般　会　計　補　正　予　算 (第５号)

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
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１　特別職

職 員 数 報 酬 給 料 年間支給率(月分) 地 域 手 当 寒 冷 地 手 当 そ の 他 の 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） （千円） （千円） 期末手当　(千円) （千円） （千円） 手　　　当(千円) （千円） （千円） （千円）

長 等
3 28,716 13,710 42,426 6,658 49,084

議 員
22 123,951 49,539 173,490 43,991 217,481

その他の
特 別 職 1,296 707,090 707,090 707,090

計
1,321 831,041 28,716 63,249 923,006 50,649 973,655

長 等
3 28,716 13,563 42,279 6,619 48,898

議 員
22 123,951 49,539 173,490 43,991 217,481

その他の
特 別 職 1,291 699,798 699,798 699,798

計
1,316 823,749 28,716 63,102 915,567 50,610 966,177

長 等
0 0 147 147 39 186

議 員
0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職 5 7,292 7,292 7,292

計
5 7,292 0 147 7,439 39 7,478

給　 　与　 　費　　 明　 　細　 　書

区 分

給 与 費

補

正

後

補

正

前

比

較

(4.40)

(0.05)

(0.00)

(4.60)

(4.40)

(4.65)



( )内は，再任用職員 別掲 （単位：千円）

(11)

429

(11)

429

(0)

0

（職員手当の内訳） （単位：千円）

区　分 地域手当 扶養手当 管理職手当 住居手当 超過勤務手当 特殊勤務手当 通勤手当 児童手当

補正後 275,495 34,236 55,983 9,180 99,792 207 33,607 25,500

補正前 278,595 34,236 55,983 9,180 99,792 207 33,607 25,500

比　較 △ 3,100 0 0 0 0 0 0 0

（２）  給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

区　 分 増減額 備  考

　給与改定に伴う増減分 0

　新陳代謝等に伴う減少分 △ 18,400

　制度改定に伴う増加分 8,500

　新陳代謝等に伴う減少分 △ 3,100

△ 18,400

△ 3,100

8,500

給 　料 △ 18,400
0給与改定に伴う増減分

8,500

説       明

775,461

増 減 事 由 別 内 訳

２  一 般 職

（１）  総  括

区 分 職員数（人）
給   与   費

1,625,380 1,317,961補正後

報　　酬 職 員 手 当給   料
合    計

3,524,341

共 済 費
計

2,943,341

備   考

581,000

△ 18,400 5,400 △ 13,000

制度改定に伴う増減分

その他の増減分

期末勤勉手当

783,961

職員手当

3,522,341

2,00015,000

566,000

その他の増減分

補正前 1,643,780 1,312,561 2,956,341

比  較

5,400
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（３）  給料及び職員手当の状況
ア  職員１人当たり給与

イ  初任給

ウ  級別職員数 ( )は，再任用職員　別掲 級別の基準となる職務

区  分

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） １級 主事の職務

１級 168 47.7 １級 4 16.6 ２級 主任の職務

(5) (100.0) (8) (100.0) １　係長の職務

70 19.9 16 66.7 ２　主査の職務

３級 59 16.8 ３級 3 12.5 １　課長の職務

４級 44 12.5 ４級 1 4.2 ２　主幹の職務

５級 11 3.1 ３　課長補佐の職務

(5) (100.0) (8) (100.0) ４　副主幹の職務

352 100.0 24 100.0 １　参与の職務

１級 168 48.4 １級 5 21.7 ２　部長の職務

(2) (100.0) (9) (100.0) ３　理事の職務

67 19.3 14 60.9 区  分 　　　　　　　　技能労務職

３級 56 16.1 ３級 3 13.0 １級 主事の職務

４級 45 13.0 ４級 1 4.4 ２級 主任の職務

５級 11 3.2 ３級 主査の職務

（2） (100.0) (9) (100.0) ４級 統括主査の職務

347 100.0 23 100.0

令和元年10月１日現在

計 計

２級

国の制度　 

145,600

294,769

技 能 労 務 職　（円）

技 能 労 務 職

４級

平均給与月額（円）

440,127

41.4

54.3

平均給料月額（円）

54.7

368,476

314,581

354,996

300,159

41.5

区  分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

313,064

区    分

183,700
185,200（総合職）
180,700（一般職）

２級

平成31年１月１日現在

143,000

一 般 行 政 職　（円）

　　　　　　　　一般行政職

計

区　分
一 般 行 政 職

平成31年１月１日現在

高 校 卒

大 学 卒

平均年齢（歳）

令和元年10月１日現在

一 般 行 政 職　(円）

２級

計

２級

５級

148,600

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職

３級

411,398



エ  期末手当・勤勉手当 　( )内は，再任用職員

オ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　分

支給率等

国の制度
（支給率等）

カ  地域手当

キ  特殊勤務手当

ク  その他の手当

市  6,000円 国

市 国

市 国

市 国

※市においては，５級職員に対して，扶養手当不支給

市 最高支給限度額  55,000円 国 最高支給限度額  55,000円

市 2,600円～11,000円 国 2,000円～31,600円

最高支給限度額27,000円

交通機関利用

(1.175)

差　異　の　内　容

47.709 47.709

2.30 2.30

30.5023.00

24.586875 33.27075

２０年勤続の者（月分） ２５年勤続の者（月分）

(1.225)

2.225 2.275

（有）

定年前早期退職特例措置
（２%～45%加算）

定年前早期退職特例措置
（２%～20%加算）

その他の加算措置等３５年勤続の者（月分） 最高限度（月分）

4.50

有

(2.40)

(2.45)

4.60

（無）

4.65

(2.40)

（無）

技能労務職一般行政職

（令和元年10月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）

 4,000円

配偶者

-

-

16.0

0.01

16.0

支給対象職員数（人）

43.00

区　　分 国の制度との異同

訪問指導手当

給与総額に対する比率（％）

区　　　　分

1.8

国の制度

0.01

2.30 ―

全　職　種

東京都狛江市

代　表　的　な　職　種

(1.20)

支給対象地域 支給率（%）

 6,500円

 5,000円

10,000円

 6,500円

有

(1.20) ―
補正前

６月（月分）
支給率計（月分）区　分

補正後
―(1.20)

支　給　期　別　支　給　率

１２月（月分）

職制上の段階，職務の級
等による加算措置３月（月分）

(1.25)

子

2.35

 9,000円

440

―

国の指定基準に基づく
支給率（%）

―

43.00

―

（借家・借間に居住する者）

有

市 15,000円 国

 6,000円

特定期間にある子 （加算）

その他

通勤手当 異なる
交通用具利用

住居手当 異なる

（技能労務職除く４級職員　3,000円）

世帯主及びこれに準ずる者
（月額15,000円以上の家賃
を支払っている35歳未満の
職員）

扶養手当 異なる

（技能労務職除く４級職員　3,000円）

2.0
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国都支出金 地 方 債 そ の 他

２，７２５ 令和２年度から 令和２年度まで 2,725 2,725

平成30年度末までの支出(見込)額 令和２年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　 間 金　 額 期　 間 金　 額
特　　　定　　　財　　　源

一般財源

中学校自閉症・情緒障がい固定学級
整 備 事 業

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書 (補  正)

事　　　　　　　　項 限　 度　 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円



当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

 １．普 通 債 ８，４３３，９３８ ８，４０８，９１７ ８３０，２００ ７４７，２６１ ８，４９１，８５６

７３８，９３７ ７０４，０２７ ５５，１１８ ６４８，９０９

１，２０７，３８３ １，４１６，０９１ ６４５，３００ ３８，４４４ ２，０２２，９４７

３７７，９７８ ４６０，９７２ ５，９３４ ４５５，０３８

２，１６７，８３７ １，９８８，２２６ １０７，１００ ２３６，３４７ １，８５８，９７９

２８４，５００ ２８４，５００ ２１，９００ １８，４３２ ２８７，９６８

３，６５７，３０３ ３，５５５，１０１ ５５，９００ ３９２，９８６ ３，２１８，０１５

 ２．減 税 補 て ん 債 ５０６，４７６ ３８２，２４８ ９０，０１２ ２９２，２３６

 ３．臨 時 財 政 対 策 債 １０，７３６，７６０ １０，７１１，６６８ ７４９，０００ ８３５，４９１ １０，６２５，１７７

 ４．臨時税収補てん債等 ２，４２６

１９，６７９，６００ １９，５０２，８３３ １，５７９，２００ １，６７２，７６４ １９，４０９，２６９

地　方　債　の　前　前　年　度　末　に　お　け　る　現　在　高　並　び　に　前　年　度　末　及　び

当　該　年　度　末　に　お　け　る　現　在　高　の　見　込　み　に　関　す　る　調　書 （ 補 正 ）

区　　　　　　分 前 前 年 度 末 現 在 高 前 年 度 末 現 在 高

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み

当該年度末現在高見込額

(5) 　消 　防 　債

(6) 　教 　育 　債

合　　　　　　計

(1)　 総 　務 　債

(2) 　民 　生 　債

(3) 　衛 　生 　債

(4) 　土 　木 　債

千円 千円 千円 千円 千円
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